
1．は じ め に

上下水道をはじめとする水関係インフラ施設は，

個々の施設が独立して存在するのではなく，一般に，

流域の水循環の一部分を構成することによってその機

能を発揮している。したがって，災害による施設の破

損は，当該施設の機能のみならず，水循環の下流側に

位置するインフラ機能のすべてに影響を及ぼすおそれ

がある。このような被害の連鎖ともいう

べき現象は，複数の行政分野に関係する

こともあって，その分析・評価方法が未

だ十分に確立されておらず，対策に関す

る検討も遅れている。

上流域が都市化された河川では，「下

水道処理施設の被災により，未処理水の

放流の可能性があり，下流の取水都市で

の衛生管理が問題となる」との議論が中

央防災会議において行われている1)。ま

た，一般に都市の工場・事業場では多様

な有害化学物質が取扱われていると考え

られ，これらの貯蔵施設の被災も下流の

取水都市にとって，水質汚染被害の大き

なリスク要因となり得る。

本稿では，重要な水道水源河川である

淀川の上流域で大規模な地震が発生した

場合を想定し，地震によって引き起こさ

れる水質汚染が，下流域の水道の取水・

給水に及ぼす影響について定量的な評価

を試みる。

2．下水道処理施設の被災の影響

2. 1 ケーススタディの対象地域

ケーススタディの対象地域として，淀川流域を想定

する。対象とする下水処理場は Fig. 1 及び Table 1

に示す 6ヶ所である。鳥羽，吉祥院，伏見の処理区域
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概 要

淀川水系上流域で大規模な地震が発生した場合を想定し，(a)下水処理場が被災し，未処理の下

水が放流される，(b)工場・事業場から雨水とともに有害物質が流出する，という 2 つのシナリオ

について，下流の水道取水・給水に及ぼす影響を評価した。有害物質については，PRTR (化学物質

排出移動量届出) のデータを活用した。その結果，病原微生物汚染について，高度浄水処理
の効果が大きいものの，長期の取水・給水停止の原因となるおそれがあること，幾つかの
有害物質によって一時的な取水・給水停止を余儀なくされる可能性が大きいことが示唆さ
れた。
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は，全部又は一部が合流式である。上流側には，下水

道の処理区域の内外に多数の工場・事業場が存在する。

下流側には，8ヶ所の浄水場 (最大 1,797,000 m3/d，最

小 186,500 m3/d) があり，淀川から取水している。

淀川下流の夏期(7, 8, 9 月)の平均流量は 180.4 m3/

S，冬期 (12, 1, 2月) の平均流量は 141.6 m3/Sであ

る2)。負荷量が同じであれば流量が小さい方が河川水

中の濃度が高くなり，下流の水道事業にとっては危険

側となる。したがって，本稿では冬期を前提として考

察を進める。

2. 2 水質汚染指標

アンモニア態窒素 (NH4-N) と病原微生物による

汚染について考察を行う。病原微生物の指標としては，

比較的挙動が明らかな大腸菌群とクリプトスポリジウ

ム (Cryptosporidium parvum) を採用する。

対象とする淀川下流の 8ヶ所の浄水場では，すべて

オゾン活性炭による高度浄水処理が行われており，高

度浄水処理でのクリプトスポリジウムの除去率は 7

Log (99.99999%) とされる3)。また，平常時の淀川で

は，クリプトスポリジウム及び後述する対象有害物質

は検出されない4)。

2. 3 地震とその被害に関する想定

想定する地震は，京都府地震被害想定調査5)におい

て最も大きい被害が想定されている花折断層帯を起震

断層とするマグニチュード 7.5，最大予測震度 7 の地

震とする。この想定地震によって，Fig. 1及び Table

1に示される 6ヶ所の下水処理場が被災し，処理機能

が停止する。しかし，その後下水処理場は応急的な対

応を行いながら，その機能を復旧するものと仮定する。

被災した下水処理場における応急対応については，

以下の 3 段階を想定し，それぞれ機能不全レベル 1,

2, 3 と呼ぶこととする。

レベル 1：被災直後の機能不全レベル。流入下水は

未処理のまま淀川水系に放流される。

レベル 2：地震発生後 4 日目から流入下水に対して

固形塩素による簡易消毒が行われる。

レベル 3：地震発生後 8 日目から簡易沈殿処理が行

われ，その処理水に対して簡易消毒が行

われる。

被災の程度は下水処理場ご

とに異なると考えられるが，

あらかじめ予測することは困

難であり，ここでは 6ヶ所の

下水処理場すべてについて，

上で設定したレベル 1〜レベ

ル 3 の応急対応シナリオを仮

定した。

ちなみに，兵庫県南部地震で被災した神戸市東灘下

水処理場と，新潟県中越地震で被災した新潟県堀之内

下水処理場では，地震直後に処理機能がすべて停止し

た後，簡易沈殿処理を開始するまでにそれぞれ 3週間，

1週間を要した。堀之内下水処理場では地震発生の翌

日から簡易な塩素消毒を開始したが，大規模な地震で

は施設の応急復旧に時間がかかるうえ，一般に固形塩

素の短期調達も困難と考えられる。

段階的な応急対応における処理方法と処理方法ごと

に設定した除去率を Table 2 に示す。下水処理水中

のクリプトスポリジウムについて，国土交通省は全国

の下水道管理者に対して，あらかじめ年間感染リスク

を検討し，リスク管理の一層の充実に務めるよう要請

している6)。そのリスク計算において，クリプトスポ

リジウムの標準活性汚泥法による除去率は 97%と設

定されており，今回の検討でも通常の下水処理におけ

る除去率としてこの数値を採用した。

Table 2の NH4-Nと大腸菌群数の除去率は，経験

的に想定される数値として設定された。新潟県中越地

震の際に堀之内下水処理場で行われた簡易処理 (レベ

ル 3 に相当)では，NH4-N：43%，大腸菌群数：4 Log

(99.99%) という除去率が得られており7)，Table 2の

NH4-Nと大腸菌群数の除去率はかなり低めに設定さ

れているといえる。

兵庫県南部地震で被災した兵庫県内の 10 市 7 町で

は，水道の断水率は，地震後 1 週間で 45.1% にまで

回復したが，完全復旧までには 2ヶ月を超える日数を

要した8,9)。他方，厚生労働省の「水道の耐震化計画等

策定指針｣10)では，「応急復旧期間は，被災者の不安感

の軽減，生活の安定を考慮して，可能な限り最長 4週

間以内とすることを目標とする」とされている。そこ

で今回の検討では，被災地の水道は地震発生後直ちに

断水するが，4日後には水量で 25%まで回復し，地震
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発生後 45日までに完全に復旧するものと仮定した。

この間の水量は線形に増加するものとし，水道給水水

量の増加に比例して下水処理場への流入下水量も回復

する。

なお，下流側の水道施設に地震の影響は及ばないも

のとした。

2. 4 河川水質の計算方法

被災後に下水処理場から淀川に排出される負荷量は，

処理場ごとの管理月報 (2000〜2004 年度) に記録さ

れた冬期の流入下水の水量，水質から計算される負荷

量に，地震後の水道給水量の回復率を乗じて求めた。

流入下水中のクリプトスポリジウムは，文献 6)，

11)を参考に，シスト濃度で 100 (個/L) と設定した。

これから，Table 2のとおりに設定された応急対応ご

との除去率を考慮して，排出負荷量が計算される。河

川水質は，下水処理場からの排出負荷量に河川の水質

年表から求められる平均的な負荷量を加えた総負荷量

を冬期の河川流量で除して算出した。下水処理場から

排出された負荷量については，河川の流下過程におけ

る増加や消失はないものと仮定した。

2. 5 河川水質の計算結果

Fig. 2に，河口から 26 km地点の淀川における，地

震後 50 日までの NH4-N，大腸菌群，クリプトスポリ

ジウム濃度の計算値を示す。被災した下水処理場にお

いて地震後 4 日目から塩素消毒 (レベル 2)，さらに 8

日目から簡易沈殿処理 (レベル 3) を行った場合の淀

川における濃度変化 (実線) と，このような応急対応

を行わなかった場合の濃度変化 (破線) をあわせて示

してある。

被災した水道施設の復旧に伴って，下水処理場に流

入する下水量が増えるため，対応策が変わらなければ

下水処理場から排出される負荷量は増加し，淀川にお

ける濃度は次第に上昇する。Table 2で仮定したよう

に，NH4-N は応急対応によって変化しないため，2

本のラインは重なっている。大腸菌群は，簡易塩素消

毒によって 90% 除去される。クリプトスポリジウム

については塩素消毒の影響を受けないため，NH4-N

と同様 2本のラインが重なる。

下水処理場の機能障害が下流の水利用に及ぼす影響

という観点では，次節以降で取り扱う水道利水に対す

る病原微生物汚染の影響が最も懸念されるといえる。

NH4-Nについても濃度変化が大きい場合は，これに

追従して浄水場で塩素処理を行うなど難しい対応が必

要となる。他方，下流域で水浴等人が水に接触する水

利用が行われている場合には，大腸菌群数も健康リス

クの指標となり得る。

なお，BODについては Fig. 2に示されていないが，

レベル 3 の応急対応における除去率を 90%と仮定す

ると，地震発生後 45日後における淀川河川水質は約

14 (mg/L) と推定される。

2. 6 健康リスクに関する考察

米国環境保護庁 (EPA) と世界保健機関 (WHO) の

飲料水基準に基づき，淀川下流において想定されるク

リプトスポリジウム濃度の増加に対する健康リスクを

評価する。EPAの方法が年間許容感染確率の絶対値

に基づくのに対して，WHOの方法は感染した場合の

健康影響の負担を指標化し，他の参照例における負担

と比較することによって汚染の許容レベルを設定する

という特徴を有する。

地震その他の自然災害のような非常事態における水

道サービスのあり方については，他の様々なリスクと

のバランス，汚染された水を取水する場合と取水を停

止する場合のリスク，便益の比較等も考慮する必要が

あろう。しかし，EPAとWHOの方法は，下水再生

水の利用に関する健康リスクの評価にも活用されてい

る代表的な方法であり12)，間接的な下水の再利用とみ
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なされる今回のようなリスクの評価にあたって，まず

適用を試みるべき方法であると考えられる。

Fig. 2に示されるような災害後長期にわたるクリプ

トスポリジウム汚染対策については，浄水処理の徹底

や汚染源対策などの対応が考えられるが13)，対象とす

る淀川下流域の浄水場はすべて高度浄水処理を行って

いるため，以下の検討では，特段の応急対策を行わな

いままの高度浄水処理が，地震後の健康リスク対策に

どの程度効果を発揮し得るかという視点から評価を試

みる。なお，急激な濃度変化を伴う有害物質汚染に対

する応急対応については，第 3章で取扱う。

(1) EPAの方法

クリプトスポリジウムの用量―作用に関する計算

式は，以下のように表される14)。

P1=1−e
rN (1)

P1：単回暴露による感染確率

N ：摂取オーシスト個数

r ：パラメータ (=0.0047)

Pn=1−(1−P1)n (2)

Pn：反復暴露による感染確率

n ：反復回数

この場合 rN<<1 の条件が成立するから，(1)式及

び(2)式から導かれる以下の式が Pnについて十分よい

近似値を与える。

Pn=nrN (3)

EPAでは，飲料水の年間許容感染確率として 10−4

(ケース/年) 以下という基準を満足することを目標と

している15)。1 日の水道水の飲用量を 1 Lとして，こ

の目標を満たすための条件を試算する。(3)式におい

て

P365=365×0.0047×N≤104 (4)

という関係からN≤6×105，すなわち飲料水中の濃

度は 6×10−5 (個/L) 以下ということになる。

凝集・沈殿・急速砂ろ過という通常の浄水処理にお

いて保証できるクリプトスポリジウム除去率は 2 Log

(99%) といわれている16)。この場合，EPAの基準に

対応する河川水中のクリプトスポリジウム濃度は

6×10−3 (個/L) となる。Fig. 2に示されるように，地

震後の淀川河川水中のクリプトスポリジウム濃度は

最大 8 (個/L) 程度となり，EPA の基準は満足でき

ない。しかし，淀川下流域の浄水場ように除去率が 7

Log (99.99999%) の高度浄水処理の場合には3)，河川

水中のクリプトポリジウム濃度は 600 (個/L) まで許

容され，地震後も EPAの基準は満足されることにな

る。

(2) WHOの方法

単一の疾病要因による異なった健康影響の負担を統

合するため，又は異なる要因の影響を比較するための

共通の指標として，WHOでは DALY (Disable Adjusted

LifeYears) を採用している。この統合的指標は，早期死

亡によって失われた生存年数 (years of life lost：YLL) を

障害生存年数 (years lived with disability：YLD) と組み合

わせ，重篤度の重み付けをおこなって標準化したもの

で，次の式で表される17,18)。

DALY=YLL+YLD (5)

WHO は，飲用水中の遺伝毒性発がん物質に係る

許容リスクを，過剰発がん生涯リスクとして 10−5

(ケース/人)，すなわち 100,000人に 1 ケースと定め

ている19)。また，最近の飲用水ガイドラインでは，

WHO は健康影響の負担リスクの許容値として 10−6

(DALYs/年) を提案している20)。他方，飲用水中の

臭素酸の摂取による腎細胞癌の健康影響の負担は 10

(DALYs/ケース) といわれている18)。寿命を 80年と

し，10−5 (ケース/人) という過剰発がん生涯リス

クを健康影響の負担リスクに換算すると，10−5 (ケー

ス /人)×10 (DALYs/ケース) /80 (年 /人)≒10−6

(DALYs/年) となる。

WHOによれば，クリプトスポリジウム感染症の健

康影響負担レベルは 1.5×10−3 (DALYs/ケース) で

あるから21)，(4)式を利用すると 10−6 (DALYs/年) の

健康影響負担リスクについて以下の関係式が導かれる。

P365×1.5×103

=365×0.0047×N×1.5×103

=2.57×N×103

≤106 (6)

すなわち，概ね N＜ 4×10−2 (個/L) であれば，ク

リプトスポリジウム感染による健康影響負担リスクは

許容値である 10−6 (DALYs/年)を下回る。

地震後に淀川で想定されるクリプトスポリジウム濃

度 8 (個/L) と照らし合わせると，除去率が 2 Logの

通常の浄水処理ではWHOの基準値を満足できない

が，除去率 3 Log 以上であれば基準値を満足し，7

Logの高度浄水処理は十分な処理レベルであるといえ

る。

3．工場・事業場の被災の影響

3. 1 化学物質の流出量の推計方法

(1) 対象とする工場・事業場

化学物質排出移動量届出制度による届出データ

(PRTR 届出データ) から確認される，有害物質を取

扱う工場・事業場の所在地と，京都府地域防災計画で
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想定されている地震動の分布を重ね合わせると，京都

市及びその周辺自治体のほぼすべての工場・事業場に

被災の危険性があると考えられる。本ケーススタディ

では，想定被災地区に存在する工場・事業場のうち，

水道水質基準に係る有害物質を取扱うものを対象とし

て検討を行う。

(2) 対象とする化学物質

対象とする対象化学物質としては，水道法に基づく

水質基準項目であって，排出されたものがそのまま下

流水域に到達すると考えられる保存性の物質を選定す

ることとする。想定される河川水中濃度を概略検討し，

淀川下流水域における汚染濃度の水道水質基準濃度に

対する割合が比較的高くなると想定される ①鉛及び

その化合物 (鉛の量で表示)，②ヒ素及びその化合物

(ヒ素の量で表示)，③六価クロム化合物 (六価クロム

の量で表示)，④フェノール類 (フェノールの量で表

示)，⑤シアン化物イオン及び塩化シアン (シアンの

量で表示)，⑥トルエン を選定した。

(3) 化学物質の流出量の算定

地震後最初の降雨によって，地域で被災した工場・

事業場から貯蔵されていた有害物質が流出する。被災

率は過去の地震時の家屋被災数より 0.23 とし，貯蔵

量の半分が流出すると仮定した。流入降雨による淀川

流量の増加も考慮する。

想定降雨としては，京都市内に発生した降雨の実績

から，5mm/h以上の降雨強度を観測した降雨群を抽

出し，それらを参考に平均的な代表降雨を設定した。

具体的には，平均降雨強度 4.2 mm/h，総降雨量 25

mm，降雨継続時間 6時間の局地的降雨とし，雨水流

出率は 0.7 とした。また，流出負荷量の時間変動パ

ターンは，京都市の合流式下水道における放流 BOD

負荷量の観測値を参考に設定した。

地震発生直前における化学物質の貯蔵量は，化学物

質の種類に関係なく，対象地震において震度 6強と予

測される市町村の工場・事業場で取り扱われている化

学物質量の 2週間分と設定した。これについては，京

都市上下水道局でベンゼン，フェノール，シアンを対

象にそれぞれ 2〜3ヶ所の代表的な工場・事業場に対

して貯蔵量の聞き取り調査を行った。貯蔵量を年間取

扱量で除して得られる値は，物質や工場・事業場に

よって 2日〜73 日と大きくばらつくものの，2週間は

データ全体のほぼ中央値に相当する。

業種別・対象化学物質別の年間取扱量は，以下の式

から推計される。

(業種別・対象化学物質別年間取扱量)

=(化学物質排出移動量届出制度に基づく業種

別・対象化学物質別の届出排出量 (2003 年

PRTR 届出データ))+(PRTR 届出対象条件

(従業員数 21人以上で年間取扱量 1 t以上) に

満たない業種別・対象化学物質別年間排出量)

A÷(業種別・対象化学物質別平均排出係数

B)+(非対象業種・家庭・移動体その他の取扱

量 C) (7)

上式において A は，文献 22)を参考に，業種別・

対象化学物質別の事業所当り平均取扱量や対象地域に

おける業種別事業所数等から既存の資料23,24)を活用し

て算出した。Bは文献 23)から得られる。Cは文献 25)

を参照し，2003年の都道府県レベルの排出量推計結

果をもとに，人口又は面積の按分で対象地域における

排出量を算出し，それをそのまま取扱量とした。

なお，有害物質については，下水処理場の緊急対応

による処理効果はないものとする。また，対象物質の

うち，鉛については主に金属固体として流通しており，

河川への全量流出が考え難いことから，上記の方法で

算出した年間取扱量に別途 0.2 を乗じた。

3. 2 水道水質の計算方法

河川水中の濃度の時間変動を調べるため，一次元の

移流分散 (縦拡散) モデルによるシミュレーションを

行った。計算条件は以下のとおりである。

・適用モデル：一次元不定流河川解析モデル

(InfoWorks RS)

対象とする物質または微生物は河川流水中

に保存されるものとし，流下方向の移流分

散 (縦拡散) を考慮

・計算対象区間：淀川下流〜三川合流〜被災処理場

放流地点

・河川断面：5 km ピッチで横断面を入力 (1 km

ピッチで横断面を補間入力)

・淀川大堰：堰頂高 O.P.+3.0 m で入力し，堰によ

る滞留を考慮

得られた河川水質をもとに，浄水場での平均的な除

去率を加味して水道水質を求めた。検討対象となる 6

物質についての平均的な除去率は，浄水処理に関する

一般的な知見に加え，検討対象である 3事業体 (大阪

府水道部，大阪市水道局，阪神水道企業団) 及び東京

都水道局へのヒアリングをもとに設定した。また，取

水から給水までの水道システム内での混合の効果は考

慮しなかった。

3. 3 水道水質の計算結果

Fig. 3に，例として河口から 11 km, 15 km, 17 km,

18 km, 28 km, 34 km に位置する水道の原水取水地点

におけるヒ素濃度の変化を示す。図中縦軸下の 0 : 00

時は降雨開始後 12時間の時点を表している。上流部

ほど化学物質濃度のピークは高いがピーク後濃度は急
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速に低下する。下流部では，移流分散の効果によって

ピーク濃度は低下するが，影響は比較的長時間に及ぶ

ようになる。

Fig. 4 は，河口から 17 km の地点で取水する浄水

場から供給される水道水中の対象化学物質濃度の時間

的変動を表している。計算にあたって，河川での流下

及び移流分散の効果と取水から浄水処理までに要する

時間 (4時間) を考慮したが，浄水に要する時間は考

慮していない。また，第 4章で論じるような水道事業

における対応策は取られないという仮定で計算してい

る。Fig. 4 の各図右上の % の数値は，浄水処理の除

去率として設定した値である。また，図中の水平のラ

インは水道水質基準を表す。

鉛，ヒ素等の濃度が水質基準値を大きく上回り，下

流域の水道事業者が取水停止を余儀なくされる可能性

を示唆している。

4．水道事業における対応策

4. 1 浄水場における対応シナリオ

厚生労働省の「水質汚染事故対策マ

ニュアル策定指針｣13)では，原水取水水

域における水質汚染事故への対応，緊

急措置として，(a) 影響緩和措置 (オ

イルフェンス，粉末活性炭等)，(b)浄

水処理強化，(c) 取水停止，(d) 給水

の緊急停止が挙げられている。また，

給水停止は，取水停止が長時間に及ぶ

場合の必然の措置とされている。した

がって，Fig. 2のような比較的長期に

わたる水質汚染においては，取水停止

は給水停止につながることとなるが，

Fig. 3，Fig. 4 のような短時間の汚染

では，取水停止が直ちに給水停止とな

るわけではない。

ここでは，原水の水質悪化時に浄水

場において，Fig. 5 に示すとおり，濃

度の時系列変化に応じて次の①〜⑤の

方策を組合せた対応策を講じるという

シナリオを設定する。

① 通常の浄水処理

② 通常の処理に粉末活性炭を注入

③ 取水量 (処理水量) を通常時よ

り減らすとともに，水質管理を

徹底

④ 取水停止 (配水池容量から最大

12時間)

⑤ 給水停止 (12時間以上の取水停

止の場合)

供給する水道水の濃度が水道水質基準値を超えると

予測される場合，浄水場では対応が困難 (処理不能)

となることから，取水を停止する。また，水道事業者

は緊急時にも給水停止とならないよう，通常 12時間

程度の配水池容量を確保することが一般的であるため，

処理不能時間が配水池の有効容量 (12時間) を超過

する場合は，送配水が困難となって給水停止にいたる。

4. 2 対応シナリオの推定

どの時点でより高度な応急対応に移行するかによっ

て，水道水中の濃度や給水停止に至る確率は異なるが，

ここでは，浄水場における除去率を考慮して，水道水

質濃度が水道水質基準を上回るような原水水質となる

直前に取水を停止し，その後濃度が低減して水道水質

基準を下回るような原水水質濃度となった直後に取水

を開始すると仮定する。

Fig. 4のように設定した浄水場での除去率に基づき，
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Fig. 3 の河口から 17 km の地点の濃度変化を，これ

に対応する水道水質について示したのが，Fig. 4のヒ

素のグラフである。上記のような簡単な前提条件のも

とでは，水質項目ごと取水地点ごとに描いた Fig. 4

のような濃度変化予測から，対象とする各浄水場の取

水停止，給水停止について推定することが可能である。

河口から 17 km (中流) のほかに，34 km (上流)，11

km (下流) の取水地点について，今回仮定した対応

シナリオにしたがって浄水場の取水停止，給水停止の

時間を推定すると，Table 3のようになる。

すなわち，鉛，ヒ素については上流から下流まです

べての浄水場で取水停止・給水停止となる。六価クロ

ム，フェノール，シアンについては，ほとんどの浄水

場で取水停止となるが，配水池容量の余裕によって給

水停止にまで至らない浄水場もある。トルエンについ

ては，濃度が低く取水停止を免れる。

5．お わ り に

本稿では，淀川流域を対象に，上流域で大規模な地

震が発生し，下水処理場や有害化学物質を扱う工場・

事業場が被災した場合，水源である淀川の水質が汚染

されることによって下流域の水道事業にどのような影

響が及ぶかについて評価を試みた。

対象として水質項目ごとに得られた結論を簡単に記

述すると，以下の(1)〜(3)のようになる。

(1) 病原微生物

地震による未処理下水の放流の影響に関するシナリ

オ分析において，淀川下流域の水道水について予想さ

れるクリプトスポリジウム濃度を，感染リスクに関す

るEPAの目標値 (10−4ケース/年以下) 及びWHOが

提唱する健康影響負担リスクの許容値 (10−6DALYs/

年) と比較した。その結果，淀川下流域のように 7

Logの除去が期待できる高度浄水処理の場合には，十

分基準値を満足すると判断された。しかし，2 Log 程

度の除去率しか保証できない通常の浄水処理では十分

に対応できず，上流域の下水道施設の復旧が遅れると，

取水停止，給水停止が長期間に及ぶ可能性がある。

今回の検討においては，地震後の下水処理場での応

急対応では，クリプトスポリジウムは除去できないも

のと仮定した。しかしながら，被災した下水処理場で

流入下水の凝集沈殿処理を行うことができれば，3

Log 以上の除去率を期待できることがわかっている11)。

これと通常の浄水処理を組み合わせれば 5 Log 程度の

除去率となるため，2. 6 (2)節の議論から，通常の浄

水処理でもWHOの健康影響負担リスクの許容値を

満足できることになる。今回の検討ケースのように，

上流部に大規模な都市域が存在し，下流域で水道原水

の取水を行っている水系では，当該上流部の下水処理

場にあらかじめ耐震性を有する凝集剤施設を設置して

おくことが有効と考えられる。

大腸菌群については，浄水場での処理により基本的

に対応可能であると考えられる。しかし，大腸菌群に

対する対策が可能であることが，必ずしも病原微生物

一般に対する安全性を保証するものでないことはいう

までもない。

(2) アンモニア態窒素

未処理下水の放流によって，上流部の水道原水水域

では約 1 mg/Lまで濃度が上昇するため，浄水場にお

いて一時的に 10 mg/L 程度の塩素注入が必要となる

可能性があるが，対象浄水場の最大塩素注入率以下に

あることから対応可能と想定される。ただし，濃度が

急激に変化する場合には，水道水中の残留塩素濃度の

管理を強化する必要があろう。

(3) 有害物質

上流域で被災した工場・事業場から降雨に伴って高

濃度の有害排水が河川に流出するというシナリオに関

するリスク評価では，有害物質の流出負荷量の推定に

PRTR (化学物質排出移動量届出) データを活用できる可

能性がある。

河川の移流分散の効果により，一般に上流部ほど化

学物質濃度のピークは高いが濃度はすぐに低下する。

下流部では，移流分散の効果によってピーク濃度は小

さくなるが，影響は比較的長時間に及ぶ。原水水質の
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変動予測に基づき，浄水場ごとにあらかじめ対応策を

検討することが可能である。

京都府，京都市からのヒアリングによれば，対象と

した 6ヶ所の下水処理場のうち，京都市吉祥院下水処

理場は比較的耐震化が図られているものの，その他の

下水処理場の多くの施設は耐震化が不十分であり，今

回想定した被害の規模が著しく現実性を欠くわけでは

ない。なお，国土交通省の調査によれば，平成 1997

年度以前に施工され，耐震診断済の全国の下水道施設

のうち 8割以上は耐震化が未了である26)。

ここで示した評価結果は，その導出過程で様々な条

件を仮定していることに留意する必要がある。特に有

害物質に関する検討では，上流域の工場・事業場にお

ける貯留量等について，実態調査に基づく，より確か

らしい条件の設定が必要であろう。ただし，シミュ

レーションモデルの構造は基本的に線形であり，前提

条件が変化した場合の影響については，改めて計算し

なくても，今回の評価結果から容易に推定することが

可能である。

上流部で都市域が発達し，下流域で水道原水の取水

が行われている水系では，流域の水道管理者，下水道

管理者，工場・事業場管理者等が協力して，あらかじ

め本稿で示したような地震時のリスク分析を行い，対

策を講じておくことが望まれる。

本稿の内容の多くは，2005 年度，国土交通省と厚

生労働省が協力して実施した調査に基づいています。

調査を実施するにあたっては，「緊急時水循環機能障

害リスク検討委員会 (委員長：大垣眞一郎 東京大学

教授 (当時))」から多数のご助言を頂きました。検討

委員会の委員各位並びに山村尊房課長をはじめ当時の

厚生労働省水道課の関係者の皆様に深甚なる謝意を表

します。
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Abstract

The seismic impact on the water intakes downstream for water supply service was assessed on the

supposition that a large-scale earthquake occurred in the upper catchments of the Yodo River. The

scenario analysis by simulation are of two kinds ; (A) Damaged wastewater treatment plants

upstream let raw sewage be discharged into the river, (B) Toxic substances spilled from industrial

facilities are washed out by storm water run-off into the river. The registered data of PRTR

(Pollutant Release and Transfer Register) was applied to the estimation of the amount of spilled

toxic substances. The outcome of the simulations suggests that the water contamination with pa-

thogens could cause a long-term suspension of water supply/intake, although considerable effec-

tiveness is expected about the activated carbon and ozone treatment in the water purification plants,

and that some toxic substances are likely to cause a short-term interruption of water supply/intake.
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